平成26年度　障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修　要綱

含むべき内容

○就労系事業所等における企業等との虐待防止法の共有と使用者虐待の発見と対応方法
講義のねらい　
○就労系事業所と企業等との虐待防止についての情報共有や啓発の方法について理解する。
○就労系事業所が企業等で使用者虐待を発見した場合の市町村・都道府県への通報や、労働局と連携した虐待の解消と再発防止、障害者の自立支援の取り組みについて理解する。

○就労継続Ａ型事業所で虐待が発生した場合の対応方法について理解する。
講義内容とポイント（６０分）

	講義内容
	ポイント
	時間配分

	１，就労系事業所と企業等との虐待防止についての情報共有・啓発の方法
	（１）一般就労にむけた支援を行う上での企業等への虐待防止の情報共有・啓発の方法

（２）一般就労後の企業等への虐待防止の情報共有の方法
	２０分

	２，就労系事業所が企業等で虐待を発見した場合の流れ 
	○フロー図
（１）相談、通報、届出の受付け
（２）情報共有・事実確認の準備について
（３）市町村・都道府県による事実確認
（４）市町村・都道府県における判断会議と都道府県への通知、労働局への報告
（５）労働局での対応
（６）虐待対応評価会議・虐待対応ケース会議
（７）終結について
	３０分

	３，就労継続Ａ型事業所で虐待が発生した場合の対応方法
	障害者福祉施設従事者等における虐待と使用者虐待の両面の理解
	１０分


講義で使用するもの

○資料集　
○PPT
講義にあたっての留意事項
都道府県研修にあたっての留意事項
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